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社会・経済のうごき＠しんぶん．yomu 
知っておきたい日本の経済・社会ニューストピックスを要約編集しました 

ホップステップ 

１０分でわかる 

何かを始めなければ、現実は何も変わらない！ 

 

 

 

新たな成長戦略づくりを目指す政府は、未来投資会議で

現在６５歳までとなっている継続雇用制度での義務付けを

７０歳まで引き上げる考えを示した。進展する少子高齢化

を背景に、１５～６４歳までの生産年齢人口が減少してい

ることに対応して労働力を確保するとともに、公的年金の

受給開始の選択幅を現行の７０歳から７０歳超に拡大して

いく考えも背景にある。 

 

 

 

 

経済産業省資源エネルギー庁は１０月１日時点でのレギ

ュラーガソリン１リットル当たりの全国平均小売価格は１

５５円２０銭だったと発表した。２０１４年１２月８日時

点（１５５円３０銭）以来約３年１０か月ぶりの高値水準

で、値上がりは５週連続となっている。また、１０月２日

の東京商品取引所で中東産原油の先物価格が１キロリット

ル当たり５万６７２０円となり、６週連続で今年の最高値

を更新した。背景には、米政権の制裁によるイラン産原油

の輸出減少が一段と強まるとの観測が指摘されている。 

 

 

 

 

会計検査院の調査によると、２０２０年東京五輪・パラ

リンピックに関連する国の施策に基づく事業で平成２９年

度までの５年間で支出された経費は約８０１１億９千万円

円に上っていることが明らかになった。大会経費の総額は、

これまで２兆１００億円とされてきたが、今回の検査院で

の調べ明らかになった既支出額の８千億円超となっている

ことから、経費総額は３兆円を超える可能性が出てきたと

指摘の声が上がっている。会計検査院は国や組織委員会に

対し、大会との関連性を精査して経費の規模の全体像を示

すよう求めている。 

 

 

 

 

東京商工リサーチが国内銀行１１１行の貸出金残高を前

年同期と比較・分析した調査によると、２０１８年３月期

の総貸出金残高は前年同期比１．５％増の４４５兆４２７

６億円となり、７年連続で増加ことが分かった。地方公共

団体向けは８年連続増加の３０兆８５０９億円で、中小企

業向け等は７年連続増加の３１０兆４２３５億円だった。

しかし、貸出金の伸び率をみると、地方公共団体向けが前

年比４．５３％増で０．５４ポイント伸びたのに対し、中

小企業等向けは同２．９１％増で０．０２ポイント減少し、

初めて前年を下回った。 

 

 

 

文部科学省の学校基本調査によると、同省が適正規模と

する基準（１２～１８学級）に満たない公立中学校は平成

２９年、全国で４８０６校あり、全体の５１．１％を占め

ていることが分かった。公立小学校では全体の４４％にあ

たる４８０６校だった。適正規模は子どもたちが多様な考

えに触れ、協調性を育める環境を整える観点から小中学校

ともに全学年で計１２～１８学級が適正と同省が定めたも

の。適正規模に満たない背景には、学校の統廃合が思うよ

うに進んでいないことが挙げられている。 

 

 

 

 

日本フードサービス協会の「８月の外食産業市場動向調

査」によると、８月の全体売上げが前年同月比２．９％増

となり、２４カ月連続で前年同月を上回っていることが分

かった。同協会では、「台風や集中豪雨、猛暑などのマイナ

ス面はあったものの、各社のキャンペーンや季節メニュー

の訴求での客単価が上昇し、市場全体が拡大した」と見て

いる。業種別売上をみると、ファーストフード業態が前年

同月比３．１％増、ファミリーレストラン業態が同２．５％

増、パブ・居酒屋業態が同１．４％増、ディナーレストラ

ン業態が同４．２％増などとなっている。 

 

 

 

 

 全国学童保育連絡協議会の調査によると、共働きやひと

り親家庭の小学生を放課後に学校内の施設や児童館などで

預かる「学童保育」の利用児童数は全国で１２１万１５２

２人となり、過去最多を更新したことが分かった。昭和５

６年からの調査で学童保育を利用する児童は年々増加の一

途で、平成２７年に１００万人を超え、利用希望者の増加

に施設整備が追い付いていない現状にある。 

 

 

 

 

 ミドリ安全が子供のいる家庭を対象にした調査で、災害

時の非常食を自宅に備えているかを尋ねたところ、「備えた

ことはない」が４０．７％を占め、「以前備えていたが現在

は備えていない」が１２．３％あり、「非常食を備えていな

い家庭」が５３．０％に上ることが分かった。非常食を備

えている家庭での備蓄対応を尋ねたところ、「家族全員１～

２日対応できる量」が２０．０％、「家族全員１日以上は対

応できない」が１１．７％、「家族全員が３日以上対応でき

る量」が１０．８％だった。 

適正規模に満たない公立中学は５割超 高齢者雇用義務付け、７０歳へ引き上げ 

外食産業の売上、２４カ月連続の増加 

検査院、東京五輪既支出、８千億円指摘 

ガソリン価格、３年１０か月ぶりの高値 

学童保育利用の児童、最多の１２１万人 

子供いる家庭の半数超「非常食備えなし」 銀行の中小企業向け貸出、前年を割込む 


